
「テ レビちが さき」 か ら第2代 「ジェイ コム湘南」 へ
一ケー ブル テ レビのパ ラダイム シフ トと地域情報化 の行方 一

八ッ橋 武 明

1996年4月 に遅ればせなが ら茅 ヶ崎市 においてケー ブルテ レビ事業 「テ レビちが

さき」が始 まった。 それか ら5年 余 で 「テ レビちがさき」 はよ り広域の事業会社

「ジェイ コム湘南」(第2代)に 社名が変わ り、ケーブルテ レビで は日本の典型 的な

成長事例 として急速な成長を遂 げている。筆者 は事業の開始 に先立つ91～93年 頃の

市 の企画案検討の段階で、高度情報都市整備構想案 やテ レ トピア計 画案の作成 に参

加 し、当時 の見方を肌で感 じて きた。その観点か らす ると、 この急成長期間にはケー

ブルテレビのパ ラダイムシフ トとでも呼ぶべ き変化 が起 きて いる。 ここで はその変

化をたど りなが ら、ケー ブルテ レビと地域情報化の今後を考えてみたい。

地域情報化とケーブルテレビ

ケーブルテレビの歴史 は長 い。かれ これ50年 近 くになる。最初 にケーブルテ レビ

が始 まったのは昭和29年 の群馬県伊香保温泉 とされ る(川 畑1984、 林他2001)。 こ

の時以来のケーブルテ レビの主 な変遷を辿 ると、大 き くは5っ の段 階 に区分す るこ

とが出来 る。第一期 は伊香保温泉を代表 とす る地形難視型 のケー ブルテ レビで、 テ

レビ電波が届 きに くい山間部地域で、高 い山にテレビア ンテナを立 てて、 その信号

をケーブルで地域の各戸に配 る方式であった。 このケー ブルテ レビの事業者 は地域

の協同組合が中心で、NHKか らの補助金がっき、全国民 にテ レビ視聴 を可能 とす る

政策の もとに開局が進んだ。再送信のみのCommunityAnntenaTelevisionな る

CATVの 誕生であ る。主 に昭和30年 代に多 く設立 された。

その後昭和30年 代末か ら岐阜県郡上八幡町に見 られ るよ うな再送 信番組 と地域 の

自主制作番組を放送する第二期の 自主制作型が加わ り、 さらに昭和40年 代末 頃か ら

長野県 や山梨県に見 られ る第三期の区域外再送信型が生 まれる。 この タイプは、第

二期の自主制作型 にさらに区域再送信番組が加 わる。区域外再送信番組 とは、例 え

ば長野県の場合、本来地域 のア ンテナで は見 ることが出来 ない関東平野 の番組を、

ある地点の山上 のアンテナで受信 し、ケーブルで ケーブルテ レビ局へ伝送 した後 に

地域家庭 に配信す るものである。 したが って番組 には自主制作+区 域 内再送信+区

域外再送信が含まれている。 この頃 にな るとCATVはCableTelevisionと 見 な さ
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れるようになる。

この次 に現れてきた第4期 は多チャンネル型で、今度 は地方 に限 らず都市部 で も

開局の動 きが活発 にな った。背景にあ るのは多 チャ ンネル ・ニーズの高 ま りと同時

に、 ビル建設に伴 う都市難視の発生、1970年 代後半 の米国 におけるケーブルテ レビ

の急成長、 さらには第4次 全国総合開発計画にお ける高度情報化 の推進 と生活 定住

圏構想である。特に国の構想 は、テ レ トピア、ニューメディア ・コ ミュニテ ィ、 グ

リー ントピア、イ ンテ リジェントシティなどの各構想があった。これ らの構想で は、

ケーブルテ レビは生活定住圏構想を促進す る地域情報 化の代表的 メデ ィアと考 え ら

れ、様々な助成措置のもとでケーブルテレビの開局 が進む こととな る。 ほぼ1980年

代央 のニ ューメディア ・フィーバ ーの時期 と一致す る頃が計画作成 の起点 とな り、

80年 代末か ら開局が進んだ。

ケーブルテレビの開局 は郵政省の認可事項であるために、 開局 にあた って は条件

が付 け られてお り、当時 は1地 域1局 の独占事業で、地域 の事業者 が主体 とな る条

件が付 けられ、地域密着性が極めて強 いものであった。 いわばケー ブルテ レビは地

域のメディアとして、地域の活性化に貢献す るもの と して位置づ け られ、開局 され

るのが常であった。そのために地域の行政や企業が設立 に関与 し、事業体 と して は

行政 出資を伴 う第3セ クターとして設立 され、様 々な補助や支援策 がっ く場合 が多

か った。 このことは同時に、ケーブルテレビ事業 が経営的 にはかな り厳 しい事業 で

あることを物語 っていた。

さ らに湘南地域 で見れば この頃か ら、平塚の湘南 ケーブルネ ットワーク(1990年)、

寒川 ケーブルテ レビ(1990年)、 鎌倉ケーブルコミュニケー ションズ(1991年)、 藤

沢 ケーブルテ レビ(1992年)、 シーエーティーヴィ横須賀(1992年)な どが次 々 と開

局 されて いる。

テ レビちが さきの誕生

この様 な時代の流れの中で、茅 ヶ崎市がケーブルテ レビの誘致 に取組始 めたのは

1990年 頃か らである。既に隣接す る平塚、寒川で はケーブルテ レビのサー ビスが始

まってお り、藤沢 も開局の予定 にある。市民か らの要望 もある中で、行政 も誘致へ

の対応を開始 した。同年 にケーブルテ レビのニーズ調査を行 い、1991年 に高度情報

化都市構想を策定 し、1992年 にケーブルテレビ研究協議 会を設 けて各地 のケー ブル

テ レビ事業の見学 ・調査を行 い、事業の方針研究を行 った。 この時期 は概 して どの

都市部 のケー ブルテ レビ事業者 ともに加入者獲得が進 みに くく、経営 が厳 しい時期

・ ・



にあった。 この ことを反映 して研究会では、①米国製機器 ・部品を利用 して システ

ム構築費を低減させ ることの必要性、②設備費低減 のため自主制作番組 のためのス

タジオ設備をスター ト段階では割愛す ること、などが言 及 された。実際 には② の考

え方 は、 ケーブルテレビを地域情報化 の有効手段 として活用す る観点か らす る と、

不満 な点が残 った。 しか し加入者獲得難のために経営支援的 に行政の補助 を増 や さ

なければな らないなどの周辺の事例を見 ると、当面 は止む終え ない措 置 と して理解

された ものである。

さらに1993年 に茅 ケ崎市テ レトピア基本計画を作成 し、その中で ケー ブルテ レビ

事業 を中心事業 の1っ に置いた。 テレ トピア事業で はケー ブルテ レビは、①文化 ・

生涯学習 システム、②行政情報 システム、③ タウン情報 システム、④災害情 報 シス

テムに寄与す るメデ ィアとして位置づ けられている。 しか し、都市型 ケー ブルテ レ

ビ事業 はいわば事業の見直 し期 にあ り、有力 な事業者が手を挙 げ るとい う状況 には

なか った。 このためにテ レトピアの申請を1年 遅 らせ、結果的 には1994年 に申請 し

て郵政省 か ら認可 を受けることとなる。 この申請作業 と平行 して、参入を表明 した

ケー ブルテ レビ事業者 の選択が行政側で進み、複数候補 の中か ら住友商事を中心 的

事業者 とす る事業案が採用 され、1994年8月 に第3セ クター(資 本金8億 円、市 の

出資8千 万円10%)の ケーブルテレビ事業会社 「テ レビちが さき」 が設立 された。

その後にネ ットワークや関連建家の工事が進 められ、茅 ヶ崎市南部を対象 と した第

一期 エ リアが1996年4月 にサー ビス開始 し
、第二期 の残 りのエ リアは少々地域 によ

るずれがあったが、1997年 秋頃にはほとんどがサービス開始をす ることとなる。

誕生 したテ レビちがさきは従来 のケーブルテ レビ会社 とは大 きく異 なる点 が2っ

あ った。第1は ネッ トワーク設備である。テ レビちがさき以 前で は、 日本 どのケー

ブルテ レビ会社 も同軸 ケーブルで構築 したネ ットワーク設備を採 用 していた。 しか

しこの会社 は当時米国で開発 されて利用され始めていたHFC方 式(HybridFibre&

Co-axialCableSystem)を 日本 で最初 に採用 した。HFC方 式 はケーブルテ レビ ・

システムがデ ジタル化の潮流 に対応 し、 インターネッ トを含む将来の通信事業 の取

り込 みや、超多チ ャンネル時代への対応を可能 とす るシステムと して米 国で開発 さ

れて きた ものであ った。技術 は しば しば階段的に発展 ・採用 され るが、 この観点か

らすれば、開局が遅れていたが故 に、最 も最先端の システムを採用 し、来 るべ き激

動期 に有利 なポジションを得 ることが出来 た、と言 うことが出来 る。 この最先端 の

システムを採用 したが故 に、CATV-LANを 利用 した公共施 設紹介 ・予約 システム

やCATV電 話(行 政の緊急用連絡網 として利用)の 併設 ・実証実験 が可能 とな り、
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当時の郵政省の 「新世代地域 ケーブルテレビ施設事業」の補助 を得ている。

また且FCと 言 う米国方式を採用 したが故に、設備の建設費が従来の国産技術採 用

の場合 に比 べて著 しく安価(先 行局 に比 して%～ 数分 の1)に な り、加入 セ ールス

での最大の障害である加入金(通 常 は5万 円前後)を 無 くす ことに寄与 した と見 る

ことが出来 る。 この点 は画期的で、後 の加入者獲得 の円滑化 に大 き く貢献 した もの

と考 え られ る。またこれ以降 は周辺のケー ブルテ レビ会社 で も加入金を下 げざるを

得 なくなって いる。

従来 と異 なる点 の第2番 目は、事業主体である。 従来 ケー ブルテ レビは地域密着

型の事業 とい うことで、地元企業 ・関係者 が出資の過半 を占め ることが要請 されて

いた。 しか しテ レビちがさきの出資の過半 は住友商事 であ った。 当時 は概 して ケー

ブルテ レビ企業 は経営難の時代であ り、地元出資だ けで は経営危機 に陥 る事業者 が

現 れ始 めて いた。そこで郵政省 は設立の基準を緩和 し、地域外 の企業が経営 の中心

となることも認め始めた。その結果 として、テ レビちがさきの事業形態が実現 した。

ところで住友商事 は1995年 に、当時米国で1～2位 の規模の巨大MSOの ケー ブルテ

レビ会社で あったTCI(Tele-CommunicationsInc.)の 子 会社 のTCIイ ンターナ シ ョ

ナル社 と合弁で、日本 のMSOで ある(株)ジ ュピターテ レコムを設立 し、日本のケー

ブルテレビ事業の発展的な展開に備 える準備を しっっ あった。そ こでテ レビちが さ

きには米国MSOの 経営 ノウハ ウが適用されることとなる。

なおMSOと はMultipleSystemOperatorの 略語で、複数の地域 ケー ブル テ レ

ビ会社 を統合的 に経営するケーブルテ レビ会社である。 このMSOの 事業形態 は、米

国の場合 には著 しくケー ブルテレビの成長に寄与 した と評価 されて いるもので ある

(高木1990)。 日本では他 のMSOと しては、TCIと 匹敵する米国のMSOで あるタイム

ワーナー と組んだ伊藤忠系のタイタス ・コミュニケー ションがあ った。 ところが タ

イムワーナーが タイタスの株を手放 し、99年 にTCIと 組 んだマイクロソフ トに買収

されたために、 日本のタイタスはジュピターと同 じ系列 にな り、 タイタスは ジュピ

ターに吸収 され る事態が起 こった。 この影響で、 タイ タス相模原 は ジェイコム相模

原 に変わる、 とい うよ うなことが起 こっている。 これ らはケー ブルテ レビ事業 が従

来 とは異 な り、一挙 に国際的な ビジネスとして展 開 され ることとなった ことを象徴

的に示 して いる。

テレビちが さきの発展

日本で従来 に通例で見 られたケーブルテレビ会社 とは異 なる設備、異 な る経営体
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と して スター トしたテ レビちがさきは、都市型 ケーブルテ レビの加入者確保 とい う

点 では、日本で最 も順調 に発展 した模範的 なケーブルテ レビ会社 として成長 した。

i99s年4月 の第一期 エ リアが開業 し、続いて ほぼ1年 遅 れで第二期 エ リアが開業 し

た。対象 エ リアは茅 ケ崎市内の都市整備公団の団地 など一部を除 く7万 世帯 で、多

チ ャンネル ・サー ビスの加入者 は、約4年9ケ 月後 の2000年12月 には加入 率30%を

越え、2001年9月 現在では34%を 越 える段階 にあると言われる。またコミュニティ・

チ ャンネルを含む再送信 サー ビスまで含めると、対象 エ リアの60%が ケー ブル テ レ

ビ会社 のケーブルでテ レビを見 る世帯 になったとの ことで ある。加入者 を得 やす い

地形難視や都市難視が本来的にない地域で、短期 間に この様 な加入率 を達成 した こ

とは、かな りの驚 きと言わねばな らない。

この様 な加入者 の増加 とともに、サー ビスの種類 も増加 して いる。2000年8月 に

はケーブルテ レビインターネッ トのサー ビスを開始 し、2001年4月 か らケー ブルテ

レビ電話、6月 か らデジタル方式でのBSデ ジタル放送を開始 している。

当時の他 のケーブルテ レビ会社の苦境を後目にテ レビちが さきが何故順調 に成長

したかの要因を探 るとすれば、他のケーブルテ レビ会社 と異 なる点 に注 目せ ざ るを

得 ない。その第1点 は加入時の初期費用の低減である。 ケーブルテレ ビに加入す る

場合、通例では加入料(5.0～7,5万 円程度)と 引 き込 み工事費(2.0～3.5万 円)が 要

求 され、合計で7万 円～10万 円程度になる。テ レビを買えば ただで見 られ る地上波

の テレビに比べて、割高感 は否めない。初期費用 の高 さが加入の ネックとな ってい

ることは幾っかの調査結果か らも明 らかになっている(例 えば八 ッ橋他1996)。 それ

に加えて3千 ～4千 円/月 の利用量 が必要 になる。 それ に対 してテ レビちが さ きは

加入料を無 し(0円)に して、戸建て住宅の標準工事費 を2万 円、集合住宅 の工事

費 を3千 円に した。 この様 な低料金化 は当時のケー ブルテ レビ ・セールスの既成概

念 を破壊す るものであった。背景 には、ケーブルテ レビが設 備産業で あり、運営 コ

ス トが加入者 の多寡 にあまり依存す ることはないため、初期 費用 で設備費を回収す

るよ りも利用料で回収す る方が得策 との判断があった。 さ らに設備費が他社 に比べ

て断然安価 であったこと、会社の資金調達力が高か ったこともこの様な戦略的なセー

ルスを促進 したことであろう。

もう一っの異 なる点は、集中工事営業 というセールス法 である。 これ は米 国 のノ

ウハ ウを もとに行われているセールス法である。対象 エ リアの一定地域で ほぼ4ケ

月 ごとに集中的に加入工事を行 い、同時に集中的にセールス して まわ る方法 であ る。

この絨毯爆撃的なセールス方法が、加入料の安さと相 俟 って、知名度 ・親近 感を増

・'



し、営業成績を高 める効果を もたらしたと考え られ る。

このように見て くると、テ レビちがさきの好調 は、他 の地域 のケー ブルテ レビ会

社 とは異 なり、米国式 のシステム ・設備 と営業 ノウハ ウを採用 した ことにあると見

ることが出来 る。

地域メデ ィアを脱皮 したケーブルテ レビ

これまで はテ レビちが さき、ない しは茅 ケ崎市 内のケー ブルテ レビにっ いて述 べ

てきたが、 このエ リアのケーブルテ レビの順調な発展 とと もに、実 は事業会社 は大

きく成長 ・変貌 して きている。

1996年4月 に開業 したテ レビちが さきは、1999年1月 に隣接す る寒川町 の 「寒 川

ケーブルテ レビ」を吸収合併す る。寒川ケーブルテ レビは地元の中小企業経 営者 の

4～5人 が中心 となり、1990年 に開業 したケーブルテ レビ会社 で、地域 密着 を旗 印

に して いた会社 であ った。 しか し経営の厳 しさとともに、来 るべ きケーブル テ レビ

の デジタル化への技術的対応 や資金需要の点での困難 さ故 にテ レビちが さきと合 併

す る道を選んだ との ことであ る。そ してテ レビちが さき(株)は 同時に社名 を(株)

ジェイコム湘南 と改名 した。 これが第1代 である。

そ して約2年 後の2001年4月 にまたよ り大 きな合併をす る。今度 は(株)ジ ェイ

コム湘南 と、隣接す る藤沢ケーブルテ レビ(株)(松 下電器が中心 的 な事業会社)、

それに少々離れているが元 もと住友系で資本系列が類似 していた シーエーティーヴィ

横須賀(株)の3者 が合併 し、新たなケーブルテ レビ会社が誕生 した。 この社名 は、

一時 は(株)湘 南 テ レコムの名称が報道 されていたが
、結局 は(株)ジ ェイ コム湘

南 となった。 これが第2代 の 「ジェイコム湘南」で ある。 この会社 は資本金57億 円

余、再送信を含 む加入数20万 弱の巨大ケーブルテ レビ会社 の誕生 であ る。そ して第

2代 のジェイコム湘南の本社 は横須賀 に設置 され、 それまで茅 ヶ崎 にあ った営業拠

点 は藤沢に集約 され、茅 ケ崎には営業拠点 はなくなることとな った。 したが って こ

の時点に至 ると、ケーブルテ レビ事業会社 におけ る茅 ヶ崎 と言 う地域性 や第3セ ク

ター会社 は、すっか り影が薄れたと言 うことが出来 る。 また最近 は全 国の ジェイコ

ム系列会社 の統一 ブラン ド名 「ジェイコム ・ブロー ドバ ン ド」 が多用 され、 さ らに

「湘南」の影 も薄れ る傾向にある。

変貌の必然性と行方

ケーブルテレビ事業 は従来 のパ ラダイムでは、地域密着型 の事業 であ った。 しか
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し順調 に変貌 ・成長するジェイ コム湘南の姿 は、明 らか に脱地域 的なパ ラダイムへ

の変更を迫 るもので ある。さ らにこの変化 はジェイコム湘南 に限 った話で はな く、

ジェイコム湘南が属 して いるジェイコム ・グループ全体 に共通す る動 きであ る。現

在の ジェイコム ・グループは全国で24社 、加入数では120万 弱(2001.9末)と なっ

てお り、次々と地域 のケー ブルテレビ会社 を吸収合併 し、拡大 ・成長 を続 けて いる

(猪俣2001、 ジェイコム2001)。 さらに言えば合併 ・統合 と規模拡大 はジェイコム ・

グループだけではな く、様々な日本のケー ブルテ レビ会社間で急速 に進行 しっっあ

る(注1)。

それで は地域密着を標榜 してスター トしたケーブルテ レビ事業 が、脱地域 的な事

業 に変質 してい く契機 はどこにあったのだろうか。 どこで この様 な事業の性格差 が

発生 して きたのだろうか。 この点 は、そ もそ もケーブルテ レビのサ ー ビスは利 用者

にとって どの様 な意味があるのか、の観点か ら見てい くと理解す ることが出来 る。

ケーブルテレビは様 々な発展段階があ り、サー ビスを増や して現在に至 って いるが、

その移 り変わ りを表1の ように整理 できる。

表1ケ ーブルテ レビの発展段階のサー ビスと地域性

発展段階 地域性 非地域性i

地形難視型 再送信サービス

自主放送型 再送信サービス、地域自主放送

区域外再送信型 再送信サービス、地域自主放送
区域外再送信

都市型 再送信サービス、地域自主放送
区域外再送信

多チャンネル放送

デジタル型 再送信サービス、地域自主放送

区域外再送信

多チ ャ ンネル放送 、

イ ンターネ ッ ト接続 サー ビス

電話サー ビス

ケーブルテ レビで提供 されていたサー ビスが地域固有 のニーズを持っ ものであ る

か否かで、地域性のあるサー ビスか、地域性のないサー ビスかを分 けてい る。 この

表 によると、区域外再送信型 の段階 までは、サー ビスは地域 に固有の ニーズに対応

していることが分か る。すなわち再送信サー ビスと区域外再送信 サー ビスは、本来

的にその地域 に欠 けているが故に魅力を持っ もの、地域 の置かれて いる特殊条件か

ら生 まれた ものである。さらに地域 自主放送 は自分 自身 の地域の ための放送 であ っ

た。 このためにケーブルテ レビ会社 にとって は、 自主放送 のサ ー ビス向上 に努力す
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ることが、加入者増加を促進することにな り、行政 の支援の有無 にかかわ らず、 自

主番組制作 に努力す る事業者 が多かった。

ところが都市型ケーブルテレビの時代 になると、電波障害地域でないと再送信サー

ビスは何 ら魅力のあるもので はなく、区域外再送信ではUHF系 以外の必要性 はな く、

地域性 に関連す るサービスの魅力 は減少する。そ して売 り物 にな るの は非地域 的 な

サー ビスである多 チャンネル放送である。 したが って都市部 で多 チ ャンネル放 送を

売 り物 に し始 めた段階で、実 は非地域的な性格を持 ち始めていたのである。

ケーブルテ レビは地方 で成長 し、地域 に根付いて地域 メディアとしての実績を作 っ

ていった。その段階ではまさ しく、地域 メディアであ った。 しか し多 チ ャンネル放

送が中心的なサービスとなった後 も、同 じ地域 メデ ィアのパ ラダイムで都市部 での

展開が意図 され、多 くの促進政策で行政が後押 ししたが、苦境の時代が続いた。1980

年代央か ら1990年 代 にか けてである。 この頃 はケーブルテレビの苦境 の時代 であ る。

この時代のケーブルテ レビは、加入料 と料金の割 に は魅力的 な番組が な く、産業

として も経 営難であるためにソフ ト制作への投資が回 らず、 それがまた加入者確保

を抑制す るとい う、 いわば悪循環の過程 にあった。 また都市型 の ケー ブルテ レビ地

域 の調査で は、映画や スポーッに比べて、地域情報を加入動機 にあげ る人 は概 して

少 ない とい う結果である(八 ッ橋1996、1999)。 都市部で は地方のケー ブルテ レビの

発展を支え た地域的 な特徴のある番組や情報で は利用者 を惹 きっ けることは出来 な

い、 しか し非地域的な番組への投資が進 まないために この種の番組 で は利用者 を確

保で きない、 これが苦境 の姿である。

この時代を過 ぎ去 った現時点で見方を変えれば、苦境 であるために行政の促進 政

策 が必要 とされ、促進策 を可能 とす るために地域行政 と地域企業が主体 となる第3

セクター方式が要求 された と見 ることが出来 る。 しか しこの方式 で は、本来的 に事

業を好転 させ ることは困難であった。素直に見れば、従来 のパ ラダイムに とらわれ

たためのボ タンの掛 け違 いがあ り、行政の規制 によ って事業 の進展 が阻害 され た、

とも言 うことが出来よ う。

ほとん どの都市型ケーブルテ レビ事業 は、米国での ケーブルテ レビの成長 を横 目

で見て、同様 な水準の成長を期待 して事業が推進 された。 しか し推進 の考 え方 と方

法 が従来方式の地方型であ ったために、苦難の一時期 を過 ごし、苦労を強い られ た。

ところが規制緩和の流 れの中で米国式の経営が始 まると、従来 の 日本 に はない成長

が達成 されて いる。 この象徴的存在の1っ がテ レビちが さきであ り、また現在のジェ

イコム湘南 であると言 うことが出来 よう。
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もう一っ、成長の背景 として は、1990年 代央か ら始 ま った多 チ ャンネル ・サ ー ビ

ス向けの衛星配信番組の充実 も挙 げてお く。 ここに も規制緩和 に伴 う投 資が積極 的

に進 め られ ことが貢献 していると見 ることが出来る。多 くの番組 が始 ま り、本格 的

に利用者の興味を引 き始 めた と見 ることが出来 る。この動 きには、CSデ ジタル放送

の スカイパ ーフェクTVの 開業(1996.10)も 大きく貢献 したと見 られ る。

これからのケーブルテレビと地域情報化

過去5～6年 の問 に、ケーブルテレビは著 しい変化を経験 しつっ あ る。 テ レビち

がさきはその変化 にタイ ミングと事業方法 ともに上手 く対応 し、第2代 の ジェイ コ

ム湘南へ と成長 し、今後 さらに成長 しっっ姿 を変えてい くことであろ う。 それでは

地域(こ こでは生活圏的な地域)と の関わ り、地域情報化 との関わ りはどの様になっ

て いくのだろうか。色々な可能性があるが、 ここでは今後の産業 と しての変化 の方

向性を整理 して、その可能性を探 ってみたい。

まず第1は 「競争環境の進展」である。従来ケー ブルテ レビは地域独 占事業 とさ

れ、競争環境 には置かれなか ったが、その理由のiつ は、「投資額が大 きく回収 に長

期 を要す るために、競争環境での事業継続 には無理 がある」 とい う点 にある。 しか

し米国製 の機器使用 による設備 コス ト低下 は、この辺の見方を変え るものであ った。

現実 に90年 代央 には横浜市戸塚区では2っ の事業者 が認可 を受 けて、行政 の規制 が

変 わ りっっあ ることを示 して いる。さ らにデ ジタル化の潮流 は設備 の低 コス ト化 を

進 め、同時に様々な新 たなサー ビスを生 み出 している。明 らか に競争環境 を準備 し

つっあ る。

表1が 示 す現在か ら今後 にかけての第5段 階のデジタル型のケーブルテレビのサー

ビスは、非地域性 がさらに高ま り、電話会社やイ ンターネ ッ ト・サー ビス ・プ ロバ

イダーと直接 に競合す るものである。 これ らのイ ンターネ ッ ト接続事業 や電話 事業

が通信事業の代表例であるが、 これ らのネッ トワーク ・サー ビスでは 「ネ ッ トワー

クの外部性」の効果があり、規模拡大のメ リットが大きい。

さらにHFC方 式 は現時点で は放送か ら通信 までに十分な伝送容量 を提供す る経済

的 なイ ンフラであり、将来の大容量化に向けた潜在力が大 きい。HFC方 式 の次世代

の発展形 は実 は家庭への光 ファイバ ー方式であり、NTTが 次世代 の通信網 と して

構築を意図 して いる光 ファイバ ー網 と同 じ概念である。 したが って現在か ら将来 に

向けてのケーブルテレビ事業の競争相手 は、実 はNTTやKDDIの ような電気通信事

業者 とな って きている。また放送や電話 がイ ンターネ ッ トに取 り込 まれっっ あ る状
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況か ら推測 され るように、各種の ブロー ドバ ン ド・サー ビスの事業者 も有力 な競争

相手である。そのために規模拡大で市場を確保す るとともに、将来の有利 なポジショ

ン確保 に向 け必死 な競争を開始 した段階である。 この種 の規模拡大 と競争環境 の進

展 は、 ケー ブルテレビ事業者に対 し、個別地域 に深入 りし、地域 の情報を武器 にす

るサー ビスを強化す る方向へ は行 きにくい ものとなろう。

第2番 目には 厂ハー ドとソフ トの分離」が挙 げられ る。現在進行 を開始 した激 し

い競争、その内容 はイ ンフラ事業者の陣取 り合戦であるが、多 チ ャンネル ・サ ー ビ

スの加入者 の増加傾向やイ ンターネ ットの ブロー ドバ ン ド・サー ビスの開発 と加入

者の増加傾 向、 さらには通信事業への放送 の開放などの規制緩和の動 向か らす ると、

今後5年 程度である程度の成熟段階を迎え るだろう。 そ こで は、現在 はケー ブルテ

レビやCSデ ジタル放送で進展 している 「ハー ドとソフ トの分離」(放 送 にお ける伝

送 とソフ ト制作の事業分離。伝送 は通信事業 に吸収 され る)が 全般 に強 まり、放送

以外 に も及ぶ もの となろう。す なわち様々なブロー ドバ ン ドの通信 イ ンフラが整備

されて、放送 は通信に吸収 される。その場合にはある固有 のイ ンフラ事業者で なけ

れば、利用者が 目的 とす るソフ トを見 ることが出来 ない、 と言 うよ うな傾向 は後退

してい く。一時的には加入者確保のために、キ ラー ・ソフ トを特定事業者だ けが提

供す ると言 う事態 も起 こりうるが、それは一過的な もので ある。す なわち現在 イ ン

ターネ ッ トでホームページを閲覧する様 に、各種 ソフ トを 自由 に、無料 また は有料

で視聴 ・閲覧す ることが出来 るようになろう。

この様に ソフ トのイ ンフラ事業者依存が低下す ると、 イ ンフラ事業者 が 自社 の加

入者を確保す るために、 ソフ ト制作を手がけることの必然性 は低下 して い く。 した

がって将来 のケー ブルテ レビ会社が自己負担で地域番組 を手 が けることは起 こりに

くい。す るとどの様 な ことが起 こるであろうか。

現在 のケーブルテ レビが放送 している地域番組 ・地域情報 は、一般論 として は、

①行政支出 によって支え られるもの、② ボランティアによ って支 え られ るもの、③

地域 スポ ンサーによって支 え られるもの、④ ケー ブルテ レビ会社 の 自己負担 で支え

られるものの4種 類があ り得 る。典型例が4っ で、その混合型 も存在 しよ う。 この

4種 類が現在 どの程度に実現 して いるかをざっと見 ると、④ が量的 には最 も多 く、

次 いで①があ り、② はたまに散見 され、③ は最近 までのCATVの 加入率 の低 さを

反映 して、まだあまり実在 しないのが現状 である。

この様な状況か ら今後 さらに④が減少す るとした ら、 ケーブルテ レビ経 由の地域

番組 ・地域情報 はさ らに魅力を失 うもの とな りかねな い。 もっと もその頃 にはケー
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ブルテ レビ番組 と言 うより、イ ンターネ ットのWebで の情報 ・番組 と言 うことにな

るだろうが、③が不確定な点を考慮す ると、① と②の重要性 が高 ま ることは間違 い

ない。 この点では② を誘発す る行政の役割 も含 めて、行政 の重要性 が今後 ます ます

高 まることとなろう。 したが って、 この様 な観点か らの見直 しが必要 になろう。

1990年 代前半 までの従来型 のケーブルテ レビ事業企 画案 として スター トした茅 ケ

崎のケーブルテレビは、実際 には目下 の産業政策面 の方 向性 を代表す るよ うな経営

概念 で運用され、当初 は思い もっかなか った姿 に成長 ・変質 しっっあ る。その一方

で地域番組制作のためのスタジオ設備等 は安定成長期の仕事 に残す な ど、 当初 の経

営難を心配 して事業者 と市 ともに周辺地域 と比べれば相対的 には軽 い負担 でケ ーブ

ルテ レビの地域情報事業をスター トさせたが、経営難時期を過 ぎた現在 も市側 の予

算制約 と事業者側の経営意向が相 まって、強化 され る兆 しは見 えない。 当初 のテ レ

トピア計画案にお けるアイデアは絵に描いた餅 とな って いる面 もあ る。 その点 で は

状況の解釈 にっ いて、関係者の食 い違 いも散見 される。

パ ラダイム ・シフ トとで も言 うべ き、ケーブルテ レビの概念 が大 き く変 わ りっっ

あ る事態 を勘案す ると、 この様 な食 い違 いの発生 は当然 として も、今後 のあ り方 を

考 える場合、見方 の修正が必要 であ る。従来のケー ブルテ レビ概念 に執着す る こと

は出来 ない。具体的には、1990年 代初期 に 「高度情報都市整備構想」 を策定 し、 テ

レ トピアの計画案を作成 して いた時期 にはまだ顕在化 していなか ったイ ンターネ ッ

トが現在急成長 し、技術進歩やサー ビス開発の面か ら見て も、今後 の主流 となる勢

いである。筆者の2001年3月 の調査 に依れば、既に43%の 市民が利用 している(八 ッ

橋2001)。 まだ回線速度 は大 きくないが、急速にブロー ドバ ン ド利用者が増加 しっっ

ある。ケーブルテ レビの成長 は この動 きと方向を同 じくして いる。 この様 な事 態の

進展 を踏 まえた情報化計画案の見直 しが必要な段階 にきていることは明 らかで ある。

最後 に、本文 は筆者の経験 と関係者への最近の聞 き取 り調査 を元 に作成 した。 聞

き取 りに応 じて頂 いた方 々には感謝の意を表する次第で ある。 なお記述 には正確 さ

を期 して いるが、何 らかの食 い違 いがあるか も知れない。 も しあ るとす れば、 それ

はひとえに筆者の責 に負 うものである。
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